
福岡県の中小企業・小規模事業者対策に対する提言・要望

福岡県商工会議所連合会

わが国経済は、 新型コロナウイルスの感染拡大により深刻な影響を受け、 全国的に景況感が

大幅に悪化している。 インバウンド需要の消失、 4月の緊急事態宣言の発出、 5月の緊急事態

宣言の解除を経て、 6月には県境をまたぐ移動も全面解除されたものの、 7月以降、 新規感染

者数の増加が全国各地で発生し、 今後、 感染再拡大の懸念もあることから、 経済の本格的回復

には相応の時間がかかる見込みである。

とりわけ、 福岡県は緊急事態宣言において「特定警戒地域」に指定され、 休業要請や自粛の

連鎖で他地域より経済活動が大きく停滞し、 多くの中小·小規模事業者が急激な売上減少によ

り事業存続の危機に直面しており、 廃業を念頭におく事業者も少なくない。 いまだ、 明確な収

束の見通しが立たず、 影響が長引いており、 あらゆる業種・業態において、 日々深刻さを増し

ている。

福岡県では、 国の施策に加え、 様々な独自の対策を講じていただき、 多くの事業者が支援策

を活用しなんとか経営を維持・継続することができている。 しかし、 事業者が被った経済的損

失はそれらの支援を上回っていることもあり、 今後も、 感染拡大を抑えつつ、 地域を支える中

小・小規事業者がこの未曾有の難局を乗り切り事業を継続するためには、 前例にとらわれない

迅速かつ大規模な支援施策が引き続き必要とされている。

中小・小規模事業者を取り巻くビジネス環境が急激に変化する中、 従来からの課題であった

人手不足対策やそのための生産性向上やI T • I o T導入、 経営者の高齢化による事業承継・

事業引継ぎに対する支援もさらに加速させる必要がある。

また、 「令和2年7月豪雨」により大牟田市や久留米市で多大な浸水被害が発生するなど、

福岡県では近年続けざまに大規模自然災害に見舞われており、 被災した事業者へ継続した支援

や、 損壊した道路等のインフラ整備や強靭化も重要である。

これらを踏まえ、 県内各地の商工会議所は、 地域の総合経済団体として、 個社の事業継続に

全力で取り組むとともに、 大規模で実効性のある需要喚起策の実施など地域全体の活性化に向

けた取り組みに、 福岡県と協働して活動していく決意である。

ついては、 かかる観点から、 県内19商工会議所で構成する福岡県商工会議所連合会は、 以

下の事項の実現を強く要望する。
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